
原発再稼働で電気料金は下がるか？
松久保 肇 （原子力資料情報室）

2024年11月21日 原発新増設のための新たな制度（RABモデル）に反対！ 署名提出、政府との意見交換、集会 1
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第39回原子力小委員会（2024年6月25日）資料１

吉瀬課長の口頭説明
「47ページをご覧いただきますと、ロシアによ
るウクライナ侵略開始後の国際的な燃料価格
の高騰の影響が残っていた2023年度におい
て、原子力発電所の再稼働が進む関西エリアや
九州エリアと比べると、ほかのエリアによって
は３割以上の価格の差があった、そういった現
状」

松久保：
四国電力を無視。かわいそうだし、チェリー
ピッキングだ。

吉瀬課長：
「これは会社ごとではなく、エリアごとのデータ
（中略）関西、九州に色を塗っておりますのは、
原子力発電所が再稼働していることに加えて、
今申し上げた規制料金の値上げも行っていな
い２社ということで色を」つけた

参考：2024年4月時点の四国のシェア
電力取引の状況によれば、四国電力は四国エリア
の販売電力シェアの9割を占める

4% 5% 2% 8%

原子力事業者の値上げ申請に基づく
発受電電力量に占める原発比率



規制料金の決まり方

3か年の電気事業に必要と

なる費用を見積もり、これを

平均した額を電気料金の原

価としている

⇩

実際に掛かっている費用で

はない
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https://www.energia.co.jp/assets/press/2023/p20230516-2b.pdf



4

原発再稼働による
値下げ効果

総原価
総原価（原発
再稼働しな
かった場合）

販売電力量
原発再稼働時

の単価

原発再稼働し
なかった場合

の単価

東電 -900億円 55,919億円 56,819億円 1,902億kWh 29.40円/kWh 29.87円/kWh

東北電 -372億円 19,743億円 20,115億円 687億kWh 28.74円/kWh 29.27円/kWh

北陸電
※

-115億円 5,497億円 5,612億円 260億kWh 21.14円/kWh 21.58円/kWh

中国電 -360億円 13,155億円 13,515億円 468億kWh 28.11円/kWh 28.88円/kWh

単価差額 月260kWh消費した場合の差額
原価算定期間の

平均原発設備利用率想定

東電 0.47円/kWh 122円 柏崎刈羽6/7、119億kWh、50%

東北電 0.53円/kWh 138円 女川2、39億kWh、54%

北陸電 0.44円/kWh 114円 志賀2、9億kWh、9%

中国電 0.77円/kWh 200円 島根2、45億kWh、65%

原発再稼働を見込む4社の申請上の原発再稼働による値下げ効果の検討

※北陸電のみ総原価は託送費用を除くため、単価が安くなっている



5東北電力資料

https://www.tohoku-epco.co.jp/ryokin2022/document/pdf/45-1_20230517.pdf
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想定単価(燃料費
または非化石価
値市場価格)

燃料費／費用 単価 燃料費／費用

JEPX調達 -38.67億kWh 20.97円/kWh -811億円 -54.2億kWh 12.40円/kWh
-660億円/
-600億円※

核燃料損耗 38.67億kWh 0.59円/kWh +23億円 54.2億kWh 0.59円/kWh +32億円

原子力バック
エンド費用

38.67億kWh 2.15円/kWh +83億円 54.2億kWh 2.15円/kWh +116億円

安全対策工事 +213億円 +360億円※

修繕費 ＋８０億円 ＋８０億円

租税公課 ＋40億円 ＋40億円

合計 -372億円
-32億円/
+28億円

実際の東北電力女川原発2号機再稼働の値下げ効果試算
JEPXスポット
市場東北エリア
価格の2024年
4月～10月平均

※東北電力女川原発2号機が再稼働、火力燃料費は年600億円減 経営に追い風. 産経新聞. 2024-10-29, 産経新
聞, www.sankei.com/article/20241029-WTBHE5XRHNM73M4XSYMAHMCS44/ に基づく数値（「火力発電の燃料費を2025年
度に年間約600億円削減」、「合計7100億円にのぼる費用は、再稼働後に月間30億円程度の減価償却費として一定期間計上」を代入。なお 「再稼働
による火力の燃料削減の効果を月70億円と見込」むとの記述があり、年間換算すると600億円と齟齬がでるが、年間の原発稼働率が70％程度と考
えると、概ねつじつまが合う（70億円×12×0.7=588億円）。

市場価格の低下、安全対
策工事費の増加により

実際の原発再稼働による
値下げ効果はほぼゼロか

むしろコスト増

設備利用率
75%の場合

特定重大事故対処施
設の費用などは含まず

特定重大事故対処施
設なども含む費用
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• 東北電力は2025年2月・3月の電気料金を総額120億円、ポイントなどで値引きすると発表

• ２０２４年2月再稼働の予定が11月にずれた。結果、9か月分、市場調達量が増えているため、コストは
かさんでいるはず。割引の原資は一体何か？

• もし過剰な値上げをしたのであれば、一時的で恣意的な還元ではなく、下げるべき。



おまけ：衆議院議員選挙当選者の各社アンケート調査回答集計 8



会派別集計
9
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